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前回の研究ノートに続き，今回は第三部

「監査の拡張された職能」の各論をまとあて

みたい。第三部の構成は前回でもふれたが第

9～12章より成り，うち総論にあたる第9章

「準拠性から能率性および有効性へ」は前回

に含めた。今回は各論のうち第10章「内部監

査」，第11章「経営監査」をまとめてみたい。

第9章で述べていたように著者は内部監査・

経営監査・社会監査をあくまで従来の伝統的

な外部法定監査の拡充もしくはそのカヴァー

していなかった部分を補うものとしてとらえ，

その様な性格づけにおいてこれらの監査を論

じているのである。

1　内部監査

1．　序　論

　本書のごとき主として組織体の外部関係者

に対する会計責任を論じている書物で内部監

査に関する一章を設けるのは少しおかしいか

もしれない。しかし内部監査は組織体の会計

責任プロセスに幾つかの方式を通して影響を

与えているものなのである。第一に，内部監査

は組織体の下級管理者の業績（performance）

を監視するたあの重要な統制機構なのであり，

従って下級管理者の上級管理者に対する会計

責任を高揚せしめる一手段なのである。第二

に，内部監査は組織体の外部関係者，特に株

主にょって要求される会計責任を遂行する上
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での，上級管理者自身によって負担される結

合費用（原注1）（訳注1）とみることができるので

ある。このようにみれば内部監査は法定監査

人によってなされる外部監査職能の全く基礎

的な一部分をなすものといえるのであり，両

者の相違は，内部監査の費用は経営者にょっ

て直接招来されるというにすぎない。経営者

は外部監査が全くそれ自身のみで必要と考え

られる費用（訳注2）よりも，内部および外部監

査のプロセスの全費用会計が低いならば内部

監査の費用を負担してもよいという動機にか

られよう。かかる節約分は外部監査人に比べ

て内部監査人がその組織体についてはずっと

良い知識や経験をもっているので，より能率

的になしうることから生じよう。第三に，内

部監査の技法や実践の多くは元来，組織体の

経営者のみのために管理情報を与えるものと

して導入されたものであるが，経営者の外部

関係者に対する会計責任の高揚に役立ちうる

ものなのである。たとえば統計的サンプリン

グの技法は初あは内部監査人によって開発さ

れたものだが，今やますます外部監査人によ

って用いられている。同様に，内部監査の非

財務上の業績についての分野である業績監査

（operational　auditing）の技法の幾つかも経

営監査関係…ここでは主体（訳注3）は経営者自

身であるよりもむしろ株主や他の外部関係者

なのである…にも用いられ始めている。

　　かくて我々は内部監査は会計責任の枠内の

問題として正当に論じうるといえるわけであ



る。しかし，この考えは比較的新しいもので

あることに注意しなければならない。たとえ

ば1947年の内部監査人協会の「公式な」定義

によれば，内部監査は経営者に対するサービ

スであるべき旨を次のごとく明確に述べてい

る。

「…内部監査は組織体において経営者に対す

るサービスの基礎として，会計・財務および

その他の活動について審査（review）を行う

独立した評価活動である。それは他の管理の

有効性を測定評価することを職能とする経営

管理の一種である。」（原注2）

　最近では同じ上記の団体が，内部監査人は

経営者および「組織体の明確な管理機関」…

取締役会や監査委員会（原注3）（訳注4）が著名な

ものである…に責任を負うものであると論じ

てきている。またチェンバースは，内部監査

は究局的には現在，外部監査人によってなさ

れている仕事のある部分をとりあげて担当す

ることになろうといっている（原注4）。しかし

ながらいずれの見解においても内部監査を組

織体とその外部関係者との間の会計責任プロ

セスの欠くべからざる一部であるとする見解

はとられていないのである。

2．　独立性と専門性

　内部監査人にとっても法定監査人と同様に

その職務において高いレベルの独立性と専門

性をもつことが重要である。しかしながら内

部監査人は自分が監査している組織体より給

料をもらう使用人なので我々が法定監査人に

ついて必要と論じた程の形式的独立性（訳注5）

を達することはできないものと思われる。そ

うではあっても内部監査人の独立性を危うく

することを最少限に止めるように内部監査職

能を組織化することは可能であるしまた，実

際に望ましいことなのである。たとえば，内

部監査人はいかなるラインの職能ももつべき

ではないし，何らの業務上の意志決定にも関

与すべきではない。また，できるかぎり組織

の最高レベルの経営者…取締役会か監査委員

会に直接であることが望ましい…に責任を負

い，報告をすることにすべきである。この様

な組織上の安全装置は内部監査人の独立性を

高めるのに相当寄与するであろうが，これら

は決して精神的な態度としての独立性に代り

うるものではない。内部監査人が組織内にお

いて尊敬と権威をもつためには自らが何の個

人的な偏見を全くもっていないことを示すこ

とが法定監査人の場合よりもずっと大切なの

である。

　独立性に加えて内部監査人の権威の他の主

な源泉は彼の専門性（原注5）である。内部監査

人にとっての専門性の最も大切な特徴は「自

主的な専門技術」（原注6）（autonomous　exper－

tise）の使用であろう。これは何よりも彼が

監査技術（訳注6）の選択において何ものにも拘

束されないことおよび組織体の手続や業績の

評価において外部で決められた標識（exter－

nal　benchmark）を用いることを要するので

ある。内部監査人協会によって最近発行され

た基準書（原注7）は，かくて内部監査人の専門

性を高め，その権威を高めるたあの重要な前

進を示すものなのである。

　以下本章では内部統制組織との関連におけ

る伝統的な職能を含めて，内部監査の範囲と

方法およびその経営者の意志決定における積

極的な役立ちとしての発達，会計責任プロセ

スの高揚に役立つ可能性を論じていく。更に

我々は内部監査部門組織化の最も適当な方法

および内部監査人と外部法定監査人との関係

について論ずる予定である。
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3．　伝統的な目的と方法

　内部監査職能は今世紀の初め会社や地方公

共団体のごとき公共部門で用いられ始あたの

である。もっともその職業団体である内部監

査人協会が設立されたのは1941年になっての
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ことであるが，内部監査の出現は組織体の規

模と複雑さの増大と関連しており，多分，法

定監査の職能のある部分をとって担当する様

に発展したものと思われる。法定監査はしば

しば組織体の内部統制組織の評価に用いられ

ていたが，それは当時の監査が機械的監査手

続（訳注7）のものであったことの表れでありs・

経営者の目的としては明らかに誤りであった。

しかし組織体の規模の増大と共に記録される

取引量が益々多くなり，法定監査は経営者の

代りに行う内部統制組織の評価の手段として

は明らかに不適当なものとなってきたのであ

る。経営者が内部統制組織の能率的な整備運

用を保証することの第一次的な責任を負わさ

れることになり，よって内部監査職能が不可

欠なものとなったのである。

　英国の株式会社においては内部監査導入の

一層の誘因となったのは今世紀初頭の経済的

環境である。すなわち，ドイッ，アメリカ，

日本の急速な工業化によって英国の会社はそ

れまで非常に利益をあげていた海外市場でず

っときびしい競争に直面することになったの

である。多くの製造会社は外国の競争相手の

低価格製品に対抗して従来通りの利益率を確

保することがむずかしくなった。一つの解決

策は生産性をあげ，原価管理を行うことによ

り平均原価を下げることであった。原価計算

技術の発達は製造原価について多くの情報を

会社が得られるようにしたが，内部監査もま

た記録された情報が正確かつ信頼できるもの

であることを保証する常規的手続を確保する

ことにより原価の能率性向上に寄与したので

ある。従って，内部監査はその初期の段階で

は作業の能率改善に直接関与はしていなかっ

たのであるが，それが内部統制組織の牽制と

均衡（checks　and　balances）に関与するにつ

れて能率性改善の目的に寄与することになっ

たのは疑う余地のないことなのである。

　不正と誤謬の発見は内部監査の最も初期の

目的の一つであるといわれているが，今日で
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もなお然りである。この役割において内部監

査は内部統制組織における一つの独立した要

素である。それは内部監査が経営者によって，

複式簿記または正式な権限の機構が資金の不

当使用のないことおよび会計記録が誤謬のな

いことを確定するために用いられるのと同様

な，手続上の検査（check）として用いられる

ことなのである。

　内部監査人によって用いられる不正・誤謬

発見の重要な技術の一つは抜打ち往査（訳注8）

である。すなわち，監査人が彼の往査に対し

て関係者が準備したりできない様に何等事前

の予告なしに来ることである。このような関

係者の予知できない検査は，資産が不正流用

されやすい内部統制の個処にしばしば用いら’

れるものであり，今日この最も一般的な例は

棚卸資産と小口現金である。棚卸資産の抜打

ち的なカウントはその継続記録がなされてい

る場合に行われる。つまり帳簿等の記録によ

り棚卸資産の帳簿上の数量を確定し，監査人

は各棚卸資産項目が計算上の数字と合致する

かどうかカウントするわけである。同様に小

口現金のカウントは通常その日の始めに行わ

れ，小口現金出納帳の数字と突合せあるいは

インプレストシステムの定額に調整される。

いずれの場合でも調整不能差異は上級管理者

に報告され，上級管理者がそれが偶然的な過

失によるものが手続上の欠陥あるいは不正に

よるものか更に進んだ調査を開始することに

なろう。

　抜打ち監査は今日ではずっと行われなくな

ってきている。それは関係した項目が重要で

ないかあるいは他の代替的手続が用いられる

からである。しかしある種の組織体では内部

監査人の事前通告なき往査は今でもなお内部

統制組織の不可欠の部分なのである。この例

は銀行の出納係の引出し中の紙幣・硬貨の監

査である。そこでは関係する金額が非常に大

きいことまた他の組織体に比べて銀行におけ

る現金取扱業務量の大きいことが誤謬発生の



可能性を非常に高めているのである。

　（1）内部統制（訳注9）の審査

　経営者はすぐに，組織に組み込まれた牽制

と均衡および書式化された手続，これらを含

む自己規制的な内部統制組織の確立の方が抜

打ち監査よりずっと有効な，不正や誤謬の探

査手段であることを認めたのである。その結

果，内部監査の範囲はこれら牽制と均衡の単

なる一種から内部統制組織を運用するのに全

面的に責任を負うように拡大していった。

　内部監査のかかる面の本質的な一部分は，

内部統制組織の妥当性を審査（review）し，

必要なところでは追加または代替的手続をす

すめることである。このことは法定監査人に

よってなされる内部統制組織の評価を補完し

かつ拡充するものである。ただし，内部監査

人は自分が設置した手続を監査するに際して

は，常に個入的な偏見が入る可能性があるこ

とに気をつけねばならない。

　内部監査人は法定監査人よりひんぱんに調

査を行いうる。たとえば，棚卸資産の記録・評

価システムの適否を査定する監査ステップの

一つは在庫より払出された，製品台帳に記録

のある製品数量が得意先への送り状（inuoiu）

の数量と合致するかどうかを調べることであ

る。法定監査目的には1または2ケ月分の項

目をサンプルとして調べることで十分であろ

うが，内部監査では継続的に調査することが

想定されているので，かかる準拠性監査は多

分月次または週単位になされるべきなのであ

る。内部監査人は組織体内に常にいるのであ

るから，これらの検査をかかる月次または週

単位で取引が発生後直ちになしうるのである。

　かくて内部監査は経営者が手続上の欠点を

それが組織体の内部統制組織全体および財務

状態に重大な影響を及ぼす前に矯正すること

ができるという結果をもたらし，いわば即時

的なフィードバックの機構となりうるものな

のである。たとえば，得意先への送り状の作

成と製品台帳への記帳を同一人に担当させる

ことは不適当な内部統制であると通例いわれ

ている。これは職務の分担ということに欠け

るからである。内部監査人は送り状の作成は

販売係にさせるように勧告するかあるいはそ

の組織体の人員が少なくてそれが不可能なら

ば，送り状の数量が得意先よりの注文書の数

量と一致することを照合する何らかの追加的

手続を補完するであろう。このような欠点は

組織体に物量あるいは財務上の損害を与える

可能性があるのであって，この可能性を最少

限にするための早急に克服されねばならない

ものである。

　また内部監査人は法定監査人よりずっと多

くの項目や取引を検査できる。たとえば，一

定期日における組織体の債権残高の確認にお

いて，確認状をきわめて広範囲に送りうる。

金融会社などでは債権が非常に重要な項目な

ので，内部監査人は実際にその100％の確認

を試みるであろう。このような高い確認の範

囲のレベルは，外部監査人においては，たと

えば内部統制組織が全くできておらず，組織

体の記録が全然信頼できないというような例

外的な場合においてのみ要求されよう。内部

監査人にとってもサンプルを100％にすると

いうことは通例ではないであろうが，なおそ

れは例外というより常規的な（routine）調査

に属するといえるのである。
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4，　最近における発展

　過去数年において内部監査職能の重点に重

要な変化がみられた。今でもなお内部監査は

内部統制組織の監視や改善に関与してはいる

が，内部監査の勧告的役割が益々重要なもの

となってきているのである。この新しくかつ

重要な役割はしばしば業務監査（operational

auditng）といわれる。その領域は伝統的な内

部監査とは次の点で異なる。すなわち，それ

は財務情報だけではなく非財務情報とも係わ

るのであり，組織体の全般にわたったその能
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率性と有効性の評価に係わるものなのである。

業務監査は今や英国においては内部監査部門

の全仕事量のほぼ半分を占めており，なおそ

の割合は将来増加し続けるであろう（原注8）。

　業務監査は，今ではまだ日常的なルーティ

ンな経営者の意志決定に関する手続や統制に

限られていることが多いが，組織体の活動の

すべての面をその対象領域とうるものなので

ある。業務監査の範囲は次の三つの主要な分

野に分けることができる。すなわち，空費の

最少化，業務上の決定に際して経営者が用い

る情報の質の向上，計画と統制に用いられる

モデルおよび技術の幾つかについての評価，

である。かくて業務監査は統制機構の良い一

例であり，組織体の能率性および有効性…の改

善を目的とするものであって，そのことによ

ってその組織体の外部関係者に対する会計責

任プロセスを高揚するものといえる。

　（1）空費の最少化

　すべての組織体は原価削減の必要を感じて

おり，業務監査は原価の不能率な領域を確定

するのに極めて有効な管理機構なのである。

ラインごとに管理会計や製造原価報告書をレ

ヴィユーすることにより内部監査人はある期

から次の期における重大な変化を確認するこ

とができる。たとえば，原材料や製品の物量

の調査は動きのにぶい部分を明らかにしよう。

陳腐化した在庫品は組織体に多くの面におい

て不必要なコストを負わせるのである。それ

らの品目は倉庫のスペースを占めるし，その

保管費用は流動資金の必要量を増加させる。

それが次に何ら対応して相殺してもらうべき

収益のない余分な利子費用を生む。製品売上

状況報告書は不用な陳腐化品を，多くは若干

の値引を付してもなるべく早い時期に処分さ

せるように示唆するであろう。たとえその処

分から何の収益がえられなくとも，倉庫の貴

重なスペースがあくことは組織体に実際に資

金的節約をもたらすものなのである。
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　上記の例では不能率の原因とその改善策の

両方共が極めて容易に確定できる場合である

が，他の問題領域では必ずしも同様にはいか

ない。たとえば，内部監査入が当期において

エネルギーコストが著しく増加したことを発

見したとすると，経営者に何らかの改善策を

進言する前に，彼はそれを招来した一つある

いは幾つかの原因を確定することに意を用い

なければならない。悪天候という状況による

エネルギー消費量の増加は報告されるべきで

はあるが，原因が組織体の管理外にあるので

別に何らの改善策の勧告も不必要なわけであ

る。これに対して発電設備の欠陥によるエネ

ルギーの不能率な使用は経営者の措置によっ

て改められねばならないであろう。燃料の供

給者からの価格上昇が原因要素である場合は

ずっと困難となる。これは組織体にとって管

理不能であるが，内部監査人はエネルギーの

備蓄を提案し，更に価格上昇が予想されれば，

代替エネルギー源への転換についてコスト・

ベネフィットを示す計算書を作成すべきであ

る。この種のエネルギー監査は組織体内にお

けるエネルギ政策の計画と監視の手段として

益々一般的なものとなりつつある。エネルギ

ー監査によって得られた情報は外部関係者に

も重要なものであり，従って会計責任プロセ

ス全般に貢献するものである（原注9）。エネル

ギー監査の事例はまた，内部監査人が業務監

査を行う上で必要となる方法の重要な特徴を

も示しているのである。すなわち，彼が組織

体内の様々な専門的業務を理解し，精通して

いる必要があるということである。有効な業

務監査を遂行するには，内部監査人は会計や

財務だけではなく，生産，工学およびマーケ

ティングの相当な部分についても修練されて

いなければならないであろう。

　（2）経営管理に必要な情報の質の向上

　内部統制手続を一覧することで財務会計制

度に記録されている情報の正確度と信頼度を



きあるのは十分であるかもしれない。しかし

情報は経営者によって業務上の決定にも用い

られるのであり，内部監査職能はその様な情

報の質を評価するための監視機構として有用

となりうるものなのである。内部監査の調査

で追加的情報の必要性が示されるかもしれな

い。たとえば，超過勤務時間の原因の詳細な

分析とか部門別の修繕維持費の明細である。

内部監査人は逆の例（訳注10）をも注意しなけれ

ばならない。しかしながら利用できる情報量

が過多で経営者が意志決定するのに邪魔にな

る程の情報量になることもまた同様に有害な

のである。情報過多（information　overload）

は，追加的な統計資料や財務報告書類の作成

の直接的な費用が極めて少なくまた経営者が

より多くの情報が必ずより良い意志決定をも

たらすと信じ勝ちになりやすいコンピュータ

ー化された情報システムの下で最もひんぱん

にみられる。しかし，情報過多の職能に及ぼ

すマイナスの影響の可能性…たとえば意志決

定を避けるとか情報を全く無視すること…こ

れもまた経営者が注意しなければならないこ

となのである。

　予算の作成は経営情報の質の向上のための，

内部監査の特定の利用の良い例を示すもので

ある。典型的には，組織体全体についての予

算は個々の部門の見積りより作成される。す

なわち，マーケティング部門は次年度の広告

宣伝費の予測に責任をもち，開発研究部門は

自分の部門の支出必要額の見積りを提出する

がごとくである。上級管理者はこれらすべて

の個別の予算を，それぞれの異った支出要求

をなしている各部門間の公平さを保つことを

たえず心懸けながら，組織体のための現実的

なものに統合する仕事をうけもつのである。

この仕事は個々の部門における見積りにおい

て意図的な偏向（deliberate　biasing）がある

ことによって決して容易なことにはならない

のである。偏向は幾つかの要素によってなさ

れる。意識的に容易に達成できる目標を設定
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することにより組織に弛緩（OrganigatiOnal

slack）を生ぜしあるがごとき意図あるいは昇

進や昇給をうるために上司に良い印象を与え

ようとする必要などがあげられる（原注10）。

　かかる場合における内部監査人の役割は上

級管理者のために，偏向を打消す作業（coun・

terbiasing）をする行為者になることである。

第一段階として，見積りの最終数字の根拠と

なっている計算を再計算することでその見積

りの正確性を検算することができる。しかし，

その見積りの信頼度を査定するには，内部監

査人はその計算に用いられた仮定の合理性に

も着目しなければならない。これはかかる見

積りの責任者とインタヴィユーすることでな

されよう。各部門の予算見積りを審査する内

部監査の役割は，すべての部門の見積りを同

一割合でカットするという伝統的な手法より

は多分ずっと合理的な，偏向打消し作業の形

式であろうが，それはそれでまた独自の問題

を生ずるのである。それは全般的な一律カッ

トよりはずっとコストがかかるのみならず，

見積者が内部監査人が自分の業績を評価する

ことに従事していると思うと脅威を感ずるで

あろう。見積者が反感や怨恨を抱くのを避け

るには，上級管理者が内部監査人のこの偏向

打消し作業の性質について極めて明白な立場

を示すことが望ましい。すなわち，それは予

算編成プロセスの改善のための一つの客観的

な方法であることおよび各部門が同じ程度の

きびしさの調査をうけるのであることを明示

することである。究局的には，内部監査の偏

向打消し作業の役割が受容された手続になれ

ば，部門ごとの偏向の量は自然に減少し，見

積予算作成に要する時間・努力（従ってコス

ト）の全量が減少することになろう。

　（3）意志決定モデルと技法の審査

　内部監査は経営上の決定に用いられる情報

の評価に限定される必要はないのである。そ

れは意志決定のモデルや技法それ自体の審査
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（review）と改善の提案にも用いられるので

ある。この関連において内部監査人は既存の

技術の操作の監視だけでなく，意志決定改善

に役立つ追加的な科学的方法の提案も行うの

である。

　たとえば，多くの組織体において能率の悪

い作業を明らかにする差異分析報告書（va－

riance　report）の使用は一般的なものである

が，その意志決定技法としての価値は計算さ

れた差異の正しい解釈にあるのである。内部

監査職能は，たとえば差異が予算化された金

額の一定割合より著るしく大であれば，更に

調査が必要であるかどうかを決定することに

ついて規準を設定するのに役立つ。かかる一

定の割合の実際は，過去の差異のサンプルを

とり，それについて，とられた改善措置より

得られた能率の向上とそれを詳細に調査する

のに要したコストを比較するという形で，か

かる調査の効用を評価することから導き出せ

るのである。かくて内部監査人は差異がそれ

をこえたら調査を行うことが経済的に合理的

であるという，平均的な割合の数字を求める

ことができるのである。その後は内部監査人

はかかるガイドラインの割合への準拠性を監

視し，それについて報告すべきである。もち

ろんラインの経営者がかかる手続を無視する

ことがあってもそれが認められる場合もあり

えよう。たとえばガイドラインより低い割合

の差異であるのに調査を希望する場合などで

ある。しかし，上述した手続…それは品質管

理部門で用いられる管理図（control　chart）

に似ている…が全般的に用いられれば，多く

の不経済な調査は避けられるであろう。

　内部監査は組織体に0・Rよりもたらされ

るさまざまな科学的技法を導入することにも

用いられなら。たとえば，製造工業では在庫

量モデルが全保管費用，品切れの可能性を最

少限にする様に原材料の最適在庫量をきめ，

これによって仕入先へ注文することに使われ

よう。同様にL・P，行列理論，ネットワー
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ク分析のごとき一般的な最適理論の技術は輸

送の手順，銀行における出納員の数，大規模

建設工事プロジェクトにおける作業のスケジ

ュールなどさまざまな作業に適用できるので

ある。これらの技法の多くは今日，標準的な，

コンピューターの操作一式（package）とし

て利用できる様になっており，内部監査人の

将来の役割は色々な操作一式について組織体

の実際の営業への適当性を評価することにな

ろう。新しい意志決定モデルや技法の導入と

同様に重要なことはその運用状況を絶えずレ

ヴィユーすることである。内部監査人はそれ

らの能率性や有効性への効果を監視すべきで

あり，初めのモデルに改訂を要するごとき組

織体の環境の変化に絶えず気をつけねばなら

ない。

　過去20年間，内部監査の範囲は伝統的な準

拠性監査だけでなく組織体の能率性，有効性

の問題をも含むように発展してきた。業務監

査という独自な特殊な分野の出現…それは内

部統制の財務的および非財務的な側面および

経営者の意志決定に焦点を合わせている…は

内部監査人の職能と0・R担当者，システム

・アナリストの職能との間にある程度の重複

を生む結果となっている。これらの役割が正

式に統合されるべきものかどうかは現在，文

献でも議論のみられるところである（たとえ

ばChambers）（原注11）が，しかし将来の内部監

査人は単に会計あるいは財務職能の一部分を

担うものというよりは，組織体の計画と統制

のシステム全般の不可欠な一部を担うものと

みられるようになるであろうことは疑問の余

地がないのである。

5．　内部監査部門の位置と構造

　組織体内における計画と統制機構としての

内部監査の職能の成功はそれに付された仕事

の性質のみならず，それがどの様に組織され

ているか，それが他の部門とどの様な関連を

もっているのか，誰に報告するのかに依存し



ている。内部監査部門の位置と構造はしばし

ば組織体内における内部監査のあいまいな役

割を反映している。内部監査人は独立してい

るべきであり，またそうみられるべきである

が，手続の改善の勧告は必然的にその独立性

を減少させることになる。同様に，内部監査

人が上級管理者によってどの様にみられるか

も相違がある。すなわち，通例は組織体の計

画と統制のすべての面についての助言者とみ

られるのではあるが，下級管理者からはしば

しば自分達一人一人の，個人的業績について

の警察官または鑑定人とみられがちである。

内部監査部門が設定されると，これらの問題

は必然的に表面に出てくるのであって，以下

の論述で詳論されよう。

　（1）内部監査部門の規模

　内部監査部門の規模は従業員一人から百人

を超えるものまでありうる。組織体が大きい

ほど内部監査人として使のため人数は増すで

あろうが，この部門の規模をきめるものにな

お若干の同様に重要な要素がある。たとえば

商業やサービス業の組織体は他の組織体より

大きな部門となる傾向がある。これは銀行な

どの機関が抱えている特別な危険や地方公共

団体のごとき公共部門の組織体が通常要する

より厳格な安全装置の必要性を反映している

のである。

　規模に影響を与えるもう一つの重要な要素

は内部監査部門によってなされる仕事の範囲

である。仕事の重点が業務監査や経営情報，

意志決定技法の臨時的な調査であるならば，

内部監査人の数は比較的少ないであろう。準

拠性監査という伝統的な職能が主たるもので

あるときは，取引の規則的かつ広範囲な検査

が必要なので，より大規模な部門を必要とす

ることになろう。

　内部監査職能の範囲は組織体のほとんどす

べての活動をカヴァーしうるので，この部門

は分離したスタッフによる部門として設立さ
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れることが望ましい。もし内部監査人が業務

上の手続や決定の実施に責任をもたないのな

らば，内部監査人はずっと，独立性ありとみ

られよう。また，逆に彼等がライン部門に所

属していれば，彼等はその部門について自分

達が完全に調査を遂行することを抑制しうる

上級管理者からの個人的な圧力に屈するかも

しれない。内部監査部門が会計職能より分離

して組織されることは極めて大切である。特

に内部監査部門の仕事の大きな部分が会計組

織に係っている場合は然りである。

　もう一つ考慮すべき点は組織体の階層にお

ける内部監査部門の地位である。これは上級

管理者が内部監査をどのくらい重要と考える

かおよび内部監査部門の長に与えられた資格

と報酬の程度による。階層内における内部監

査部門の地位は必然的に内部監査の範囲，特

に部門ごとの能率性の調査に影響を与える。

一般に内部監査部門は組織体内のより下位の

人員の業務上の能率性審査に限られるであろ

うから，この監査部門が取締役会レベルに直

属した地位にいるのでなければ経営上の諸決

定の多くは内部監査の範囲外のものとなろう。

　（2）報告責任

　前項（1）では内部監査の職能の権限と独立性

の程度は組織体の階層中におけるその位置と

身分によって影響される旨を強調した。内部

監査部門の権限と独立性は，上級管理者が内

部監査部門の長が誰に対して責任を負うのか

をきめるときの重要な考慮事項でもある。責

任を財務担当重役，たとえばコントローラー

や財務担当取締役に対してかあるいは非財務

担当重役，たとえば社長や業務担当取締役に

負うべきか意見の分れるところである。財務

担当重役は内部監査について十分な理解をも

ちかつ指導や監督をしうるという長所をもつ。

財務担当重役に対して報告責任をもつことの

欠点は，内部監査人の独立性が，特に内部統

制組織を審査するという伝統的な領域におい
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て，減少するかもしれないということである。

世界中をみて，内部監査部門の長の60％超は

財務担当重役に対し責任をもっている。しか

しイギリスではこの割合はほぼ90％となって

いる（原注12）。

　かかる報告責任の問題の一つの可能な解決

策は，最近幾多の会社でとられている内部監

査部門の長が監査委員会を通して直接取締役

会に責任を負うことである。監査委員会は少

なくとも一名の財務担当重役および通例一名

以上の非財務担当取締役を含めた取締役会の

メンバー数人より成っており，かつ内部監査

職能を監督し，調整する全般的な責任をもっ

ている。かかる措置は内部監査部門の独立性

の必要を満すとともに財務担当重役の会計お

よび監査の経験をも活用できることになると

思われる。しかも外部監査人が監査委員会の

議事録を受けとることおよび年間少なくとも

一度は自らその会議に出席することは一般的

な慣行になっている。かくて，監査委員会は

内部監査人に相当な権威を付与することにな

るだけでなく，内部監査職能の諸目的を組織

体の外部関係者に対する会計責任プロセスへ

直接つなげることもできるのである。

6．　外部監査人との関係

　本章の初めにおいて我々は内部監査人の仕

事は，特に内部統制組織の準拠性テストとの

関連において，外部監査人の仕事を補完すべ

きものがあることを示した。従って，内部監

査入と外部監査人との間の適当な関係は，一

般には職務のいかなる不必要な重複をも避け

るための相互協力の一種であるべきであるこ

とになる。

　内部監査人はしばしば精算表や総勘定元帳

勘定の精細な勘定分析を行うが，これらは後

に外部監査人によって吟味される。同様に，

売掛金の残高の監査において，外部監査人に

よって予め選定された得意先に対して内部監

査人が確認状を作成し，送付することが通常
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はずっと費用がかからない。外部監査費用は

内部監査人によってその仕事の一部が単独で

あるいは外部監査人と協力してなされること

でも削減しうるのである。かかる仕事の分担

の例としては小口現金の監査，支店への往査，

在庫品棚卸の立会などがある。

　外部監査人に代って内部監査人が仕事をす

るときはすべて外部監査人はその信頼性を評

価することが必要となろう。たとえば，内部

統制組織の，内部監査人自身の行うべき評価

の一環として内部監査人は検査のために多く

の取引を選定するであろう。外部監査人はこ

れらの取引のサンプルによって彼自身の検査

を行うべきであり，何らかの誤謬が発見され

たならば満足のいく説明がえられることをた

しかめねばならない。外部監査人は内部監査

人の全般的な能力，誠実さについて判断する

ことによって彼の仕事におきうる信頼性の程

度を決定しなければならない。両監査人の協

力の程度は時と共に増加していくのが通例で

あり，従って各年を通じて何らかの人的継続

性があることは極めて有益なことであろう。

最後に，外部監査入と内部監査人間の臨力は

将励されるべきではあるが，外部監査人はそ

のことが自己の客観性と独立性をそこなうこ

とのないよう十分に留意すべきである。

7・要　約

　本章で我々は内部監査が会計責任プロセス

の不可欠な一部分であることを明らかにしよ

うとしたのである。我々は内部監査の範囲が

いかにその初期の狭い，不正・誤謬に係るも

のから拡大してきたかを強調した。内部統制

組織の評価は今なお内部監査人の基本的職能

の一つであるが，業務監査のごとき追加的職

能の出現は内部監査人を組織体の能率性や有

効性全般を改善していくうえで益々重要な役

割を果たさせることになったのである。内部

監査の変りつつある範囲は，組織体において

今それが占めている，従来よりずっと高い地



位，権限に反映されているのであって，その

ことは直ちに，監査委員会を通じて取締役会

に直接報告責任を負う内部監査部門の人員の

増加となっているのである。内部監査人は，

その新しい，より洗練された業務の方法を開

発してその担当範囲を拡げていき，かつまた

自分の仕事の外部利害関係者への役立ちの可

能性を益々認識していくにつれ，組織体の会

計責任プロセス内において重要な監視機構に

やがてなろうし，益々なっていくであろう。
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訳　　注

1．abonding　cost第一章で著者は外部監査人

　による財務諸表は組織体と外部関係者とを，信

　頼できる財務諸表の作成ということで結びつけ

　るものといっている。従ってその費用をこのよ

　うにいうのである。拙稿前回の研究ノートp．30

　参照。

2・　ここでは内部監査（広くは内部統制組織）が

　全くない，あるいは考慮外においた場合の外部

　監査の費用（精密監査となるので高額になる）

　とそれが存在し，考慮に入れた場合（試査が原

　則である）の通常の費用を比べていっているも

　のと思われる。

3．principals　監査契約を考えた場合の監査依

　頼当事者をいっているらしいので関係者とせず

　主体と訳した。なお，この点，次の第11章「経

　営監査」でも若干ふれられるが誰を考えている

　のか必ずしも明確でない。

4．audit　committee　取締役会の会計監査関係

　の権限を委譲してできたもの。米国で1970年代

　以降，公開会社において普及，今日では制度化

　している。

5．physical　independence　監査人の身分的・

　経済的独立性を指すと思われる。なお，法定監

　査人の独立性については第三章で詳論している。

6．anditing　techhiques本書では狭義の監査手

　続と監査技術の両者を含めて監査の手続（audi－

　ting　Procedures）といっており，技術的な監査

　用具を指すとき監査技術といっている。

7．mechanistic　audit　procedures　19世紀末頃

　まで英国において一般的であった監査手続であ

　る。一般に帳簿と証愈，帳簿記録相互間の完全

　照合，検算等を主体とした精密監査であり，会
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　計処理の適否の検討は未だ行なわれていない。

　不正・誤謬の発見が主目的であった。

8・surPrise　visit事前の通知なしに現場の監査

　手続を行うこと，我国の法定監査では一般には

　行われていない。

9．internal　control内部統制の形式的な面（整

　備状況，組織面）と実質的な面（運用状況）の

　両者を含めていることを示すために単にこうい

　っているものと思われる。ただし，内部統制組

　織（internal　cotrol　system）と表現しても同義

　に用いていることが多い。

10．予定や標準より実際の方が少ない場合，いわ

　ゆる，貸方差額の場合をいっているものと思わ

　れる。

　第9章総論「準拠性から能率性と有効性

へ」で明らかにしていた様に，著者は内部監

査等の新しい監査職能を従来の伝統的な法定

監査の補完として性格づけ，究局的には法定

監査（外部監査）の一環となるべきものとし

ているわけである。かかる見地からの外部監

査人との協力の問題など本章における内部監

査論は今後の動向を示唆するものとして注目

してよいと思う。次に，同様な基本的な考え

の上に，なお新しい分野である経営監査を論

じている第11章をまとめてみる。

皿　経営監査

1．　序　論

　経営監査（management　auditing）は我々

が前章で論じた内部監査職能からの発展であ

り，その延長に他ならない。実際，経営監査

で用いられる方法の幾つかは業務監査で用い

られるものに極めて似ているし，幾つかの文

献，たとえばWashbrookのもの（原注1）でも

これらの用語は交換可能なものとして用いら

れている。しかしながら本書では，経営監査

の意味づけは経営監査が組織体とその外部関

係者との間にもつ会計責任プロセスにおいて
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果しうる役割に重点をおくのである。特に

Bird（原注2）の意見と同じく，我々は経営監査

は経営の能率性および有効性について，法定

監査の結果として伝えられる所をこえた追加

的な管理（統制）のための情報を提供しうる

そのとみるのである。かかる管理情報の若干

は，内部監査の業務監査において集められる

かもしれないが，我々は経営監査は業務監査

とは概念的に異なる幾つかの特徴をもつもの

であることを次に指摘しよう。

　第一に，そしてこれは最も大切なことだが，

経営監査の規準（訳注1）は外部関係者の期待よ

り導き出されるものであって，組織体の経営

者のものではないということである。このよ

うな組織体の業績（訳注2）評価の規準は，これ

ら利害関係者が組織体に対して抱く目的に関

連したものであるべきである。たとえば，株

主による経営者個々人の能率性の査定，ある

いは公共部門組織体においては提供されるサ

ービスの有効性の査定である。つまり個々の

組織体の業績が，それに対比されることで判

断される基準は組織体の外部で決定されるべ

きものである，ということである。

　第二に，業績について外部の規準を適用す

る立場にたつためには経営監査人は精神的に

独立している…これはいかなる監査でも監査

人に必要なことだが…のみならず形式にも独

立（訳注3）していなければならない。従って，

経営監査人にとっては経営者ではなく外部関

係者グループのいずれか一つに直接責任を負

う必要がある。この様なわけなので経営監査

人の独立性は内部監査人よりも法定監査人の

それに似たものとなる。かかる代理人関係の

非常に有益な結果は経営監査人が経営者の業

績の査定をなすに当って，彼の他の組織体で

の経験を活かすことにより，ずっと広い観点

からすることができるであろうということで

ある。たとえば，彼はちがった組織体の比較

をすることができようし，そのことは彼が当

該組織体での基本的な問題領域を明らかにす



るのに役立つだけでなく，彼がなすどんな勧

告の結果についても自信をもたせることにな

ろう。

　第三に，経営監査は組織体の全般的な能率

性や有効性の評価に係るものであることであ

る。経営監査人は最後には主要な問題領域に

彼の分析を集中させるであろうが，それはそ

の組織体の全営業のレヴィユーをした後でな

されるのである。このことは業務監査をなす

内部監査人の仕事と対照的である。すなわち，

内部監査人は経営監査人と同様に能率性に関

与しているが，彼は組織体の個別的な部分に

ついての評価のみを行うのであって，決して

立ち戻って組織体の包括的な査定なり監査を

するのではない（原注3）からである。そして経

営監査のこの包括的な性格これこそがそれ

を会計プロセスにおける有用な統制機構にす

ることを可能ならしめているものなのである。

従って，年次報告書および法定監査が外部の

利害関係者にその組織体の全般的な財務上の

評価を与えるのと同様に，経営監査は組織体

の全般的な能率性，有効性について監視（mo・

nitor）することができるのである。

　この序論の結論として我々は我々自身の経

営監査の運用上の定義を示してみよう。これ

はその主要な特徴を要約したものである。

「…経営監査とは，経営者が業績について外

部から要求された基準に達することに失敗し

た職能上，営業上の領域を確定し，かつまた

組織体の全体としての能率性と有効性を監視

し，改善する目的をもって経営者の意志決定

を評価すること，これらに関しての独立した

立場からのレヴィユーおよび調査のことであ

る。」

　この定義は経営監査の主要な目的，すなわ

ち全般的な組織体の業績を外部基準に照して

評価することを強調している。更にこれは次

のことをも示している。経営監査は継続的な
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監視プロセスである必要はない，即ち経営監

査人は業績のある一つの測定，たとえば利益

率や人員の変動，において重要な変化があっ

たので一度かぎりの調査に従事することがあ

るということである。この場合，経営監査人

は紛争処理のための経営コンサルタント（a

trouble・shooting　management　consultant）

の役割と同様な役割をもつことになる。ただ

し，経営コンサルタントとは彼は直接外部利

害関係者グループに報告する点では異ってい

る。かかるタイプの経営監査の一例は1982年，

ある会計事務所がDeLorean自動車会社の継

続的安定性の調査を依頼された例がある。

　経営監査の目的と規準は内部監査のそれら

とは全く異っているが，用いられる調査方法

は本質的には業務監査において用いられるも

のの適用に他ならない。以下，我々は経営監

査における二つの可能な方法，「職能審査」

（functional　review）と「業績審査」（perfor・

mance　review）につき説明し，吟味してみる。

これらは両方ともより進んだ調査が必要とな

る組織体中の非能率性または非有効性を示す

主要な領域を確定するための全般的な査定か

ら始まるのである。

2．職能審査

　職能審査はその名称が示すごとく組織体に

おける特定の職能，たとえば生産，製造技術，

マーケティング，の能率性を審査することを

指向するものである。職能審査に用いられる

技法の幾つかは内部監査より借用することに

なるのは明らかである。ただし，その重点は

財務上より非財務上の統制・手続におかれる

のである。経営監査のこの方法の重要な前提

は良い意志決定には適切な手続と方針を用い

ることが必要であるということである（原注4）。

　明確に定義された手続と方針は業務遂行の

職員をしてルーティンな状況下では正しい反

応をすることを可能にしてくれる。たとえば，

銀行において貸付係は，新車購入のためのパ
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一ソナル・ローンを申込む顧客に対する信用

供与の格付けのチェックのための標準的な手

続セットに従うのである。標準手続は経営上

の例外の原則（management　by　exception）

の思想とも合致するものである。標準手続の

使用は下級職員がすべてのルーティンな決定

や措置が行いえ，上級管理者はその判断が必

要なときのみ干与すればよいという結果とな

る。要約すれば次のごとくいいうる。良い手

続のセットには二つの主な特徴がある。すな

わち一つは正常な状況における広範囲のさま

ざまなことに対しての措置について簡単なル

ールを提供すべきであること，もう一つは，

業務遂行の職員が上級管理者に報告しなけれ

ばならない，異常な状況について気付くよう

にさせるべきことである。良い手続は経営情

報システムの基礎を提供するものであり，か

つまたそれは組織体における能率的な意志決

定に重要な貢献をするものである。こうした

ことの考慮は経営監査人がその職能審査を遂

行している全過程を通じて，彼の指針となる

べきことである。

　（1）予備調査

　経営監査人は初めにその組織体のすべての

職能の諸領域の予備調査（preliminary　sur・

vey）をなす。各種の職能の領域は組織図か

ら確定できるし，またしばしば部門と同義で

ある。たとえば，生産・マーケティング・会

計のごとくである。予備調査の一つの目的は

経営監査人が部門間の情報の流れを確定し，

何らかの改善の勧告をするとき，それらの相

互関係につき考慮を払うことができるように，

組織体内における主要な営業システムの全体

的な見取図を作成することである。予備調査

の他の主要な職能は一部門または職能中にお

ける重大な問題領域の確定である。次の例を

考えてみよう。

「ケーケティング部門の予備調査で販売予測
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は規則的に作成されているが，顧客によって

なされた実際の注文とこれらの予測との比較

はなされていない。」

　このような受けとった出荷指図書と販売予

測との正式な監視手続（a　formal　monitoring

procedure）の欠如は幾つかの職能の悪化の効

果をもたらす。

　マーケティング部門により作成された販売

予測は製造工場における生産レベルの予定と

実際のための情報の主要な源泉である。もし

実際の受注が当初の予測より相当多ければ，

…そしてこのことは監視手続が欠如している

と速やかには認知できない…製造部門は重大

な注文の滞溜に直面することになろうし，そ

してこのことは予定通りの製品の発送を困難

にするであろう。同様に受注が予測より少な

ければ予期しなかった余剰能力が生ずること

になり，短期的には固定されている原材料等

（resources）は非生産的なものとなり，何ら

の収益をえないのにコストを招くことになろ

う。なお，組織体の能率性に及ぼす影響は製

造部門に限定されるとは限らない。販売の不

適切な監視によってもたらされる生産計画の

予期せざる変更は，仕入・貯蔵部門に影響し

ていく。より大きな生産のために必要となっ

た原材料の供給は困難かもしれず，またもし

生産が削減されると在庫品の超過分は累積し

ていく。いずれの場合も営業コスト（訳注4）は

増加するであろう。

　販売監視手続の欠如はマーケティング部門

の能率性をも減少させる。予測と実際の受注

との比較は販売予測の信頼度の評価に必要で

あり，さらに当初の予測とのズレ（deviation）

の原困は将来の予測の正確度改善のために調

査されねばならない。この様なタイプの管理

のための情報…これはマーケティング部門の

職員をして過去の過大または過少予測に照し

て販売予測の信頼度を規則的にレヴィユーさ

せ，将来の販売予測を改善させることになる



…は予告的情報（predictive　information）の

一例であり，これはすべての計画の決定に重

要なインプットなのである（原注5）。

　経営監査人はこの様な種々の問題領域を確

定するために予備調査を行なわねばならない。

上述の例は，彼が手続の欠如しているところ

を見定めるだけでなく，組織体を通じてそれ

の能率性への直接的または聞接的な影響を追

跡することにも関与することを示している。

予備調査を了えてから，経営監査人はこれら

の問題領域を詳細に調査あるいは集中的な監

査（intensive　audit）をなし，組織体の方針

または手続に改善勧告をするようにすべきで

ある。

　（2）集中的監査を行う場合

　経営監査がなすべき職能審査のうち集中的

監査の場合は，方針・手続および報告の三つ

の主な段階を含む正式な仕事のプログラムで

ある。ある予備調査で確定された，先にあげ

た例とは別の，今一つのありうる問題領域の

例を考えてみよう。

「経営監査人は検査報告書のレヴィユーから，

原材料の品質が悪いことによる毎月の生産の

ロスが当年度中相当増加したことを発見し

た。」

　第一段階は経営監査人が原材料の購入につ

いて会社が方針をもっているのかどうか，更

にもっていたならばそれが認められた不能率

との関連において適切なものであるかどうか

を確定することである。たとえば，経営監査

人は，原材料が，その仕入先の利用が低品質

の品目を受取る危険率を最少にするであろう

ような，承認された仕入先からのみ購入され

ているかどうかを調べるべきである。

　第二段階は，手続がその明定された方針と

の合致を保証するのに適当であるかどうかを

確かめることである。この例では，有用な手
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続は，各購入指図書が，承認された仕入先の

リストと照合されるということであろう。購

入指図書上の権限ある役職員の署名はこのチ

ェックがなされたことを示すわけである。

　第三の，そして最後の段階は，規定された

方針が所期の目的を達しているかどうかを確

認するために管理報告書（control　report）が

用いられているかどうかを調べるべきである。

承認された仕入先を利用することは劣等な品

質のものの供給をうける可能性を低減するも

のと思われる。従って，夫々の仕入先に対し

て購入された原材料の全量と後に欠陥ありと

分った原材料の量との割合を示した，規則的

な報告書が作成されるべきである。これによ

って，経営者はある仕入先についてそれを承

認された仕入先のリストに残しておくべきか

どうかを決めることができる。

　能率性改善のための勧告は，この集中的監

査の仕事の三つの段階のそれぞれにおいて得

られた情報から直接なされるべきである。経

営監査人は新しい方針の導入，およびその方

針が守られていることを確認するための新し

い手続の設定，あるいはその方針の有効性を

監視するための追加的管理報告書の使用，こ

れらの勧告をできるのである。しかしながら

経営監査入にとって，自分がある特定の部門

の改善について何らかの勧告をする前に，そ

の組織体の全営業活動（the　total　operations）

について良く知っておくことおよび事業の環

境について確かな理解をもつことが極めて重

要なことなのである。新しい方針または手続

は組織体における既存の管理手続にしっくり

組み込まれなければならないし，かつまたそ

の組織体によってなされている活動の，その

特定の形態に適合したものでなければならな

い。

3・業績審査

　経営監査に用いられる他の主要な方法は業

績審査（performance　reuiew）である。営業
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にたずさわる人々や上級管理者の行為や決定

を指導する適切な方針や手続があることの有

用性は認めるが，この方法の力点はある事前

にきめられた業績の基準によって組織体の全

般的な能率性を評価することにある。

　業績審査は職能審査より一般的で柔軟な方

法である。これは私企業部門の製造会社であ

れ，公益法人，あるいは慈善団体であれ，ど

のような形の組織体にも適用でき，これらの

組織体のその関係者に対する会計責任の高揚

に役立ちうる機構なのである。従って，各業

績審査はそれぞれ独特（unique）なものであ

り，その詳細な監査計画は，特定の組織体とそ

の会計責任プロセスにおける特定の関係者に

対して合わせなければならない。どんな業績

審査にしてもその一般的な目的は組織体の業

績と多くの場合，一つあるいは幾つかの関係

者グループの期待より導き出された。事前に

決められた業績の基準との差異（variances）

を測定して，これらの差異の理由を調べるこ

とである。かかる差異の調査の本質は経営者

の責任の程度…この差異が真に経営者の責任

なのであるかどうか…を決定し，そして組織

体が将来の業績改善のためにとりうる代替的

な活動のコースを提案することなのである。

　この様なタイプの経営監査は，ある事前に

外部的にきめられた基準で組織体の相対的な

業績を審査することであることは明白である。

従って，その外部的な基準の定義とそれに応

じた，経営監査人によって選定される能率性

の一つあるいは幾つかの測定値が全調査に極

めて重要なものとなるわけである。異なるタ

イプの組織体には異なる業績測定値が用いら

れるであろう。ある組織体には収益性とか流

動性のごとき財務上の業績測定値が相対的な

能率性判定への良い指針となろう。収益性以

外の目標をもつ他の組織体には業績の非財務

的測定値の方がより適当であろう。

　株式会社の業績審査を行うときは，たとえ

ば公表年次報告書が有用な出発点となろう。
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重要な比率がその会社および類似の会社ある

いは業界平均について計算され比較の解釈の

むずかしさに気づくであろうが，それらによ

って重要な不能率が見い出されるところにつ

いて若干の一般的な示唆がえられるであろう。

たとえば総資本利益率，売上高利益率の両方

が業界平均より著るしく低ければ，経営監査

人は会社の原価管理能力を調べるであろう。

そうすることによって多くの場合，支出削減

が可能なところや原材料等がより能率的に使

用できるところを確定するのである。よって，

会社の業績審査における財務比率の使用は，

経営監査人をして不能率の主な諸領域を速や

かに限定せしめるのである。これらは更に調

査されて不能率の主要な原因の解明に至るこ

とになろう。

　他の組織体にとっては業績の適当な基準の

選択はしばしばより困難である。もし組織体

が非営利目的をもつ…たとえば雇用機会の維

持，社会奉仕活動…ならば能率性と有効性を

区別し，それぞれに業績測定値を選ぶことが

重要である。たとえば慈善団体の能率性は所

定の寄付金額をうるに要した諸要素のコスト

で測定できよう。全収入に対する管理運営費

用の割合によったかかる一種の基準は慈善団

体の標本からえられるであろうし，その基準

によって監査されている慈善団体についての

偏差も計算できよう。しかし，経営監査人に

とっては慈善団体の有効性，すなわちその目

的の達成程度の評価も同様に大切なのである。

そしてこのためには別な業績測定値が必要な

のである。その目的が飢餓に苦しむ人々を助

けることにある慈善団体の有効性の評価には

原価数値それ自身は役に立たない。経営監査

人は，産出高…この場合は食糧の供給…と集

められた寄付金を関連づける比率のセットを

選定しなければならない。一つのその様な測

定値は各ドルの寄付金に対して一一週間に食糧

を与えられた人々の数であろう。将来，飢餓

を防ぐことに関連した他の一つの測定値は各



ドルの寄付金によって再耕作された土地のエ

ーカー数であろう。経営監査人は慈善団体が

どの様にすれば最も効果をあげられるかを勧

告できる様な，一連の測定値を用いることが

重要である。

　業績審査の方法による経営監査は，特に米

国において主として経済上あるいは財務上の

目的をもった組織体に用いられ始あている。

これは非営利事業の組織体にはそれ程一般的

ではない。しかし，広範囲な幾つかの関係者

グループによる非財務的な目的をしばしばも

つこれら非営利事業の組織体こそ経営監査の

このタイプのものによって最も稗益するとこ

ろの多いものと思われるのであるが，幾つか

の異なる規準によって業績を評価することに

よって，経営監査は各目的が充足されている

程度を査定できるし，更に重要なことはこれ

ら諸目的間の代替性（trade－offs）について測

定を試みることができるのである。業績審査

は一つの目的に優先権を与えることが組織体

の他の諸目的の充足能力に与える影響を定量

化することができる。このことはその組織体

が原材料等につき拘束条件…これはある種の

生産量を増すことは他の種の生産量の削減と

いう犠牲においてのみなしうることを意味す

る…を有するとき特に有用な情報となる。諸

目的の望ましい順序づけは組織体の関係者に

よってなされるべきではあるが，なおしかし

経営監査人は組織体の現在の業績に内包され

ているそれらの相対的重要度を計算できるの

である。数学的なプログラミングの公式を用

いて経営監査人は稀少な原材料等の利用の変

更の各目的に及ぼす効果を示すことができる

し，また各目的に与えられる重要度が異なっ

てくれば，生産のレベルがどの様に変化する

かも予告できるのである。かかるタイプの管

理情報は組織体の会計責任プロセスに著しく

貢献するものと思われる。なぜならばそれは

関係者の各グループの期待について監視する

だけでなく，なされるべき組織体全般につい

ての査定をも可能にするからである。

　この場合における正確性…特に数学的モデ

ルを作る場合…は実際には非常に困難であろ

うことが特に注意されねばならない。という

のは，営利的であろうと非営利的であろうと

大部分の組織体にとって業績審査のための経

営監査は単なる能率性や有効性についての測

定値の広範囲なものの羅列にすぎないものと

なろうからである。しかし，これらはより詳

細な調査が必要な諸領域を示すのに用いるこ

とはできるのである。このような経営監査を

行う上で実際にどの様なことが問題になるか，

次の仮設例を考えてみることで若干の示唆が

えられよう。
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　（1）Solem大学の経営監査

　下掲の仮設例は経営監査の業績審査におい

て作り出される能率性と有効性の選択しうる

測定値の若干を示したものである。この例は

非営利組織体の業務の非財務的測定値の使用

に焦点を合わせるため，仮想の大学を特定し

ている。伝統的に営利目的組織体の外部関係

者は業績の非財務測定値にはほとんど関心が

ないものとされてきた。しかし，収益性が必

ずしも能率性と同義ではないことおよびすべ

ての組織体はすべての外部関係者に会計責任

を有することが益々認められるにつれて，非

財務測定値に対する要求が増加していくこと

は疑問の余地がない。非営利組織体…ここで

は非財務的な業績指標が重視される…に焦点

を合わせることにより，経営監査を行う上で

考えられる有用性や困難性の両方が明白にな

ってくるのである。更にまた，大学の能率性

と有用性は現在，それ自身で検討に価する極

めて大切な問題なのである。

「＆）lem大学はAstra国の南西部の工業都市

に隣…接した位置にある。1981年12月31日に終

る年度において，Solemは合計3，800名の学

生…うち3，800名が学部，500名が大学院…を
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擁していた。専任の教育および研究職員は合

計500名であった。Solem大学は高等技術科

目において良い評判をえていた。高等教育省

はAstra国の各大学の相対的な能率性を評価

するために1名の経営監査人を任命した。こ

れによる情報は1983年1月以降5年間に大学

に与えられる政府の助成金の分配を決めるの

に用いられるであろう。」

　能率性測定値の適当なもののセットを選ぶ

ことは，その組織体の目的に関連して行うべ

きである。財務上の目的，たとえばコストを

最少にすること，財務上の欠損を避けること

の他に大学は幾つかの教育上の目的を持って

いる。これらには，知識の伝達，学生の就職

のための訓練と準備および理論と応用の調査

・研究が含まれる。経営監査人の仕事は，こ

れらの一般的な目的を比較可能な業績測定値

がえられるように特定の規準におきかえる

表一1Solem大学の経営監査の業績審査測定値

　　　1981年12月31日に終る年度

（translate）ことである。

　表1はSolem大学およびAstra国のすべ

ての大学のために用いうる能率性と有効性の

測定値の一つの選択を示したものである。も

し学生一人当りのコストが能率的な財貨（re－

sources）の利用を表す代用（proxy）として

用いられるのならば，Solemは他大学に比べ

て劣っているごとく見える（訳注5）。同様に，

Solemは設備や管理運営のために要した支出

合計の割合が他の大学より大きく，このこと

はSolemがそのコストの何らかについて管理

上難点があることを示唆しているのかもしれ

ない。しかし，これらの測定値の解釈には慎

重な注意が必要である。なぜならばかかる標

準より偏差は不能率な経営管理というより

Solemにおいては高度な技術科目に重点がお

かれていることによるのかもしれないからで

ある。経営監査の次の段階は全支出を更に分

析し，他の同様な高度な技術系大学と比較す

Solem大学 全大学

学生一人当り全費用

当期支出の分析：

　教　育　研　究

　管　理　運　営

　設　　　　　備

　そ　　の　　他

£2，620 £2，350

割合（％）

　　　64

　　　10

　　　18

　　　8

割合（％）

　　72
　　　7
　　　15

　　　6
100 100

当期収入の分析：

　学生納付金及び政府補助金

　研究調査機関よりの補助金

　産業界よりの補助金

　そ　　の　　他

（％）

　76

　11

　10

　3

（％）

　70

　18

　7
　5

100 100

教員対学生比率（学部）

卒業の成績分布：

　優　良　第一級

　　　　第二級（上）

　　　　第二級（下）

　　　　第三級
　普　通

1：6．　60 1：7．61

（％）

　5
　19

　42

　17

　17

（％）

　7
　27

　40

　12

　14
100 100
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ることによって科目の組合せの管理を試みる

ことであろう。実に，経営監査の真の効用は

事前に設定された基準…これは経営者の管理

可能な範囲内にある…よりの偏差の，根底に

ある原因を解明し，それらを除くための勧告

をなす能力にあるのである。

　有効性の測定値を選ぶことはずっと困難で

ある。大学が教育と研究の両方の質を最大に

するよう努めるべきであるということは一般

に承認されていることであろうが，これらの

目的の査定に用いられるべき規準については

それ程の合意はないように思われる。たとえ

ば，表1で示されているごとき，研究助成金

を得る能力は研究成果の質を表す適当な代用

と考えることができるかもしれない。しかし，

研究はある科目では他の科目より費用がかか

るものであること，また研究の質についての

最終的なテストはそれが社会にもたらす効用

（bene丘t）なのであるとも論じられるのであ

る。同様に，卒業に際しての成績等級は客観

的な測定値であるが，しかしそれは教育の質，

あるいは学生の質またはその両方の質につい

ての証拠となるのであろうか。ある科目で第

一級の優等の卒業成績をとることは他の科目

よりむずかしいかもしれない。従って，全科

目に基づく分析はその大学の教育上の成功に

っいて誤った印象を与えかねない。教育の質

にっいての更に追加すべき測定値は，学生が

卒業後就職するまでに要する時間の長さであ

ろう。もっともこれはすべての職業が同じ価

値をもっていると仮定してのことであるが。

　表1の資料に基づいてSolem大学の業績に

っいて意見を述べることはできない。資料が

過度に集約されているのみならず，それらは

選びうる多様な測定値のうちのわずかな標本

を示しているにすぎない。経営監査人は自ら

業績審査に用いられるべき規準の最終的な決

定者ではありえないし，またなるべきではな

い。Solem大学の場合，適当な規準の選択は

おそらくは高等教育省にあるであろう。経営
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監査人の職能は業績の選択可能な，広範囲に

わたった多様な規準を提示し，それらについ

て代用となる測定値を開発することにあるの

である。

　この仮設例による業績審査の説明は，一般

的な形ではあるが経営監査人がなしうる分析

の型を示したものである。それは彼が直面す

る多くの困難，特に広い意味をもつ業績指標

から経営者の責任を示す諸要因を分析して示

すことの重要性をも明白に示している。更に，

大学のごとき非営利組織体の業績審査は，能

率性と有効性について幾多の考えられる面が

あること，および業績の単なる財務上の測定

値をこえていくことの必要性をも明らかにし

ているのである。

4．　経営監査報告書

　経営監査報告書は一部（acopy）は監査し

ている組織体の経営者，たとえば株式会社の

取締役会，慈善団体の理事会，にわたされね

ばならない。この手続は二つの目的をもって

いる。第一に，経営者にそこで述べられてい

る所見にコメントが述べられるようにするこ

と。第二に，経営者に，なされた勧告を知ら

せることである。しかしながら最近の何人か

ら論者…たとえば，BristonとPerks（原注6）

…と同意見なのであるが，我々は経営監査報

告書の主たる役割は組織体とその外部関係者

との間における会計責任プロセスの高揚であ

るべきであると考えるものである。Solem大

学の経営監査はこの例に他ならない。なぜな

らば，高等教育省は大学という組織体の一っ

の外部関係者とみなしうるからである。同様

に，経営監査報告書は株式会社の株主や慈善

団体の現在および将来の寄付者に有用な情報

を与えるであろう。真に，経営監査は組織体

のすべてのレベルにおける意志決定および業

績を審査し，能率性を財務および非財務の両

方の側面で測定しようとするので，その報告

書は少なくとも通常の外部監査報告書に含ま
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れているのと同じ程度役立つ情報を提供する

ものと思われる。従って，経営監査報告書あ

るいははその要約を組織体の公表財務報告書

に含あることが極めて望ましいのである。こ

のことは西独の多くの会社においてなされて

いることであり，西独では取締役会の上にあ

る監査役会（supervisory　board）（訳注6）が経

営監査報告書を受けとるが，この報告書には，

就中，会社の財務上および非財務上の方針や

手続についての審査および次年度における会

社の経済上および財務上の業績見積りについ

ての意見を含むものである。

　株式会社の株主宛の経営監査報告書には，

経営者が意志決定に用いる方法と手続に関す

る情報をも含むことになろう。たとえば，投

資意志決定について，経営監査報告書は新し

いプロジェクト評価に経営者がどの様な技法

を用いたか，投資回収期間法，会計上の利益

率法，現在価値法などの技法について説明し，

それぞれの相対的なメリットについて論評す

ることができる。同様に経営者が選択可能な

プロジェクトの選定したときとった手続，た

とえば当初の選定に当った責任者や通常考え

られる幾つかの代替案についての説明も重要

であろう。かかるタイプの報告書は株主に会

社の将来の業績について査定するのに有用な

追加的情報を提供することになろう。株主は，

もっと科学的で組織的な技法が用いられれば

会社の将来の見通しはもっとよくなるだろう

と思うかもしれないのである。

　かかる種類の経営監査報告書は株主に有用

な監視のための用具（monitoring　device）と

なることが判明しよう。これによって，株主

の株式会社に対する全般的な統制を強化でき

るのである。しかし，経営者が自分の意志決

定能力について不利なコメントがある報告書

に恐れを感ずるであろうことは十分ありうる

のであり，従って，このような報告書の導入

という改革が経営者によって自発的な基礎の

うえに導入されることはありそうでない。ま
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た，経営監査人自身にも，もし彼の報告書が

株主によって利用されることになれば，その

行動に影響を及ぼすであろう。特に，株主が

自分の投資決定がその報告書に依ったことを

示すようになれば，経営監査人は，それが己

に対する過失による法的賠償請求を招くこと

になりかねないので，詳細な，明確なコメン

トをすることには慎重になるかもしれないの

である。

5．要　約

　本章では経営監査の目的と技法を論じた。

経営監査は内部監査の当然の発展なのである。

ただし，それは内部監査より広く，かつより

離れた観点から組織体の能率性を評価するも

のであるが，経営監査のかなりの部分は組織

体に組みこまれている方針や手続の審査およ

び改善の勧告に係っている。この方法は職能

審査として知られるが，適当な財務上および

非財務上の手続が財貨（resources）の能率的

な利用に必要な前提条件であると仮定してい

る。この方法…これは通常，組織体の最高レ

ベルの経営者の手続の評価を含む…をとるに

あたって，経営監査人は組織体が営業してい

るその環境に注意しなければならない。彼の

新しい手続の勧告は，絶えず変化している環

境に直面している経営者の意志決定と措置の

能率性の改善を企図するものだからである。

　職能審査はそれが能率性に重点をおくので，

その目的が何であれすべての組織体に確かに

適用できるものではあるが，しかし，株式会

社または他の営利目的の組織体の経営監査に

最も良く用いられてよい方法なのである。な

おまた，もう一つの方法，業績審査は，多分

より直接，非営利組織体に適したものなので

ある。なぜならばそれは能率性と同様に有効

性にも係っているからである。業績審査は財

務上の用語で表現できないものをも含めて，

組織体がどの程度その目的を達成しているか

を査定しようとするものである。業績審査は



組織体の表明された目標のそれぞれに対して

適当な代用となる測定値（proxy　measure）

を開発することにより組織体の業績を予めき

められた規準と比較するものである。業績審

査の結果は，組織体がその目的を達するのに

資するために，数量化された規準を与えるも

のである。業績審査はまた，外部関係者をし

て諸目的間の関係について意識させ，彼らに

その相互間における代替について査定できる

ように適当な情報を与える。このことは大

学，慈善団体，国営事業のごとく，幾つもの

目標，多くの利害関係者のグループを有して

いる非営利組織体においては特に有用なこと

である。

　経営監査における所見（丘ndings）は外部関

係者に極めて有用な統制情報を与える。従っ

て，この種の監査が究局的にはすべての組織

体についてなされ，その経営監査報告書が通

常の法定監査報告書と共に公表されるように

なることが可能なのである（原注7）。かくて一

っの関連した問題として，法定監査人が経営

監査を遂行するのにもまた適任かどうかとい

うことがある。法定監査人はその財務監査の

仕事をしている結果，当該組織体の活動や手

続について既に詳細な知識をもっているので，

その組織体の経営監査をなすのにも適任であ

るともいえよう。更にまた，法定監査人の幅

広い多くの組織体についての経験は，職能

審査および業績審査の双方について適当な，

外部よりの業績規準を定めることに役立と

う（原注8）。しかし，経営監査は通常の法定監

査とは異った技術を要することが認識されね

ばならない。特に，それが法定監査より業務

の非財務的な測定値にしばしばより関与する

からである。これらすべてを考慮してみると，

法定監査人が経営監査を行うのに最適な者で

あるかどうかは決して明らかではないのであ

る。しかし，株主や他の関係者による要請が，

職業会計士の事務所が少くともものスタッフ

の一部を経営監査の技法の訓練に向けること
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を促進することになろう。
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訳　　注

1．　fralne　of　reference　準拠枠のことであろう

　がこう訳した。なおstandardsとかcriteriaな

　どという言葉もほぼ同義で使っている。frame

　of　reference，　criteriaの方が抽象的でゃや広義

　であると思われる。これらを規準，standards

　は基準と訳してみた。

2．performance　前回の研究ノートでもできた

　が，単に財務会計上の利益だけでなく，組織体

　のなしたさまざまな行為全般を含めた広い意味

　で使っている。

3．　1の訳注5参照。

4．cost　of　operation　operationは広義であっ

　て製造・販売・管理を含んで使っている。

5．正確にいうと表1の全大学平均とはSolem
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　も含めたものであって，これと比べているので

　あろう。

6．　supervis◎ry　board　西独では我国とほぼ同

　様に監査役が会計監査（実際には公認会計士等

　の決算監査人が行う），業務監査の包括的権限

　をもっており，その監査役によって監査役会が

　構成されている。

　上記のごとく著者は経営監査を内部監査の

発展としてとらえ，将来，法定監査の一部と

して機能することを予定して論じている。こ

の点，内部監査を経営者が行う内部統制組織

の一環，従って法定監査の受入体制の一環と

してとらえている我国監査論の通説とは異な

る。もっとも近時では，内部監査あるいは経

営監査を広義にとらえ，ここでいっている経

営監査をも含めている所論もなされている。

たとえば内部監査あるいは経営監査を広くと

らえ，それぞれ狭義のものをfor　management

のもの，of　managementのものとして論ず

るがごとくである（可児島俊雄，経営監査，

会計学中辞典　昭和58年　中央経済社　89

頁）。著者は第9章総論でものべていたよう

に，究局的には法定監査の一環となるべきも

のとしてこの新しい領域も考えているようで

ある。なお，たとえばかかる経営監査を依頼

する主体（当事者）が誰になるのか，制度的

にどうなるのか，仮設例では高等教育省が依

頼する法定監査のごとくであるし，西独では

明らかに法定監査に組みこまれているが，会

社法制度が全然異なる英国ではどうなるのか

必ずしも明白ではなく，今後の検討課題のよ

うである。
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